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5(冊子39)

★ 政策の目標

☛健康寿命の延伸に向け、乳幼児期から高齢期まで継続して健康づ
くりに取り組むための環境や健康を支える体制を整備するととも
に、適切かつ迅速な感染症対策等により感染拡大を抑えることで、
誰もが心身ともに健やかな生活を送ることができています。

■ 政策指標

■ 関係するSDGsの取組

健康寿命の延伸

直近の現状値 目標値※

男性72.60年
（令和元年）
女性75.01年
（令和元年）

男性72.90年
（令和４年）
女性75.18年
（令和４年）

• 横浜市の令和元年の健康寿命は男性72.60年、女性75.01年であり、平均寿
命と健康寿命との差は、男性が9.43年、女性では12.78年です。（「健康
寿命算定プログラム」により算出）。

• 将来にわたって健やかな生活を送るために、乳幼児期から高齢期まで継続
して健康づくりに取り組むことの重要性について市民に広く啓発し、健康
に関心がない人や関心があっても取り組めない人でも健康につながる行動
を促す仕掛けや環境づくりが必要です。

• 働き世代を中心とする壮年期に、がん、心疾患、糖尿病、COPD ※等の生活
習慣病の予防につながる生活を送り、重症化する人を減らすことは、国際
的にも重視されています。

• 生活習慣病の重症化予防の観点からも重要である特定健康診査の受診率を
向上させていく必要があります。

• がんの早期発見・早期治療の機会を逃さないために、がん検診の受診率の
向上とともに、「がんがありそう（要精密検査）」と判定された人の精密
検査の受診率向上が必要です。

• こころの不調は、誰にでも起こりうるものであり、本人・周囲が早めに気
づき対処することで、こころの健康の維持、早期回復につなげることが求
められます。

• 新型コロナウイルス感染症から市民の安全と健康を守るため、国・県・関
係機関と連携し、ワクチン接種体制や診療・検査体制の充実のほか、療養
環境の整備、保健所体制の強化等に取り組んできました。引き続き感染状
況に応じた適切な対応を進めるとともに、その他の様々な感染症への対策
に取り組むことで市民の生活と健康を守る必要があります。

■ 現状と課題

※令和４年実績を令和６年度に算出予定

政策７

市
民
の
健
康
づ
く
り
と
安
心
確
保 ※慢性閉塞性肺疾患

国民生活基礎調査に基づく

横浜市民のがん検診受診率の推移

国民健康保険特定健康診査 経年受診率

【出典】横浜市健康福祉局 【出典】横浜市健康福祉局
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◎ 主な施策

１ 健康的な生活習慣の定着と健康を守り支える環境づくり 主管局 健康福祉局、
医療局、道路局 施

策
指
標

生活習慣病による早世の減少
（30～69歳、人口10万対）

年齢や疾病・障害の有無等、個々の状態に応じた健康維持、生活習慣病予防、疾病の重症化予防に向け、計画的・継続的
な健康づくりの取組を促進します。よこはまウォーキングポイントや健康みちづくり等の健康づくりの場を創出するほか、
自然と健康になれる食環境や受動喫煙防止対策など、健康を守り支える環境づくりに取り組みます。また、健康診査等の
データを分析し健康づくりの支援に活用することで、個人の健康意識の向上や行動変容につなげます。

【直近の現状値】 【目標値】

173.3（令和２年） 158.3（令和６年）

２ 健康危機管理対策の推進 主管局 健康福祉局、
医療局 施

策
指
標

感染症の特性に応じた検査・診療体制の確保及
びワクチン接種体制の構築

安心・安全な市民生活を守るため、新型コロナウイルス感染症対策や、新興・再興感染症※１※２への対応を推進します。
また、結核・麻しん、季節性インフルエンザ、レジオネラ症等の様々な感染症への対策や、食中毒等の未然防止に取り組み
ます。

【直近の現状値】 【目標値】

コロナ専門病院の開設
ワクチン接種の加速化 対応の更なる推進

３ がん検診・国保特定健診等の受診の促進 主管局 健康福祉局
施
策
指
標

①がん検診の精密検査受診率（胃、肺、大腸、子宮、乳がん検診）
②国民健康保険特定健康診査受診率

がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検診やがん検診精密検査の受診率向上に取り組みます。また、横浜市国民健
康保険加入者の生活習慣病の早期改善を図るため、特定健康診査や特定保健指導に取り組みます。

【直近の現状値】 【目標値】
①胃78 ％、肺65 ％、

大腸45 ％、子宮43 ％、
乳84 ％

②21.8％(令和2年度)

①全て90％
②33％（令和６年度）

４ 健康経営の普及、取組支援 主管局 健康福祉局 施
策
指
標

横浜健康経営認証制度 新規認証事業所数

働き世代の健康づくりを推進するため、関係機関や民間企業等と連携し健康経営の普及に取り組むとともに、市内事業所
が従業員の健康づくりに積極的に取り組めるよう支援します。

【直近の現状値】 【目標値】

897事業所（累計） 1,197事業所（累計）

５ 歯科口腔保健の推進 主管局 健康福祉局、
教育委員会事務局 施

策
指
標

60歳代でなんでも噛んで食べることのできる
者の割合※２

生活の質や心身の健康に大きな影響を与える歯と口腔の健康を守るため、オーラルフレイル※１予防や成人期を中心とした
歯周病予防の啓発等、ライフステージ等に応じた歯科口腔保健の取組を推進します。

【直近の現状値】 【目標値】

81.0％（令和2年度） 81.5％（令和６年度）

※１ 新興感染症：最近新しく認知され、局地的にあるいは国際的に公衆衛生上の問題となる感染症（SARS,鳥インフルエンザ、エボラ出血熱等）
※２ 再興感染症：近い将来克服されると考えられていたものの再び流行する傾向が出ている感染症（結核、マラリア等）

※１ オーラルフレイル：口腔機能の軽微な低下などを含む、身体の衰え（フレイル）の一つ ※２ 国民健康保険特定健康診査の問診結果により算出

６ こころの健康づくりの推進 主管局 健康福祉局 施
策
指
標

支援者向け人材育成研修受講者数

こころの病気に関する知識や予防策の周知など、メンタルヘルス対策の推進と相談体制の充実に取り組みます。悩みを抱
えている人への対処方法等について啓発を進め、こころの不調に気付き、見守りや支援を行う担い手を育成します。

【直近の現状値】 【目標値】
946人
【参考】
510人（令和元年度）

2,400人（４か年）

市民の健康づくりと安心確保 政策７

戦
略
２
・
政
策
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★ 政策の目標

☛行政サービスや教育、医療等へのアクセス、円滑なコミュニケー
ション・情報収集など、関係機関が連携した支援により、国籍や
文化的背景などにかかわらず、誰もが安心・安全に暮らすことが
できています。

☛多文化理解の促進や外国人差別解消に向けた意識啓発を進めると
ともに、在住外国人の社会参画を促進することで、誰もが自分
らしく活躍できる、多様性と包摂性に富んだまちづくりが進ん
でいます。

☛外国人材にとっても活躍しやすい環境づくりを進め、人材の呼び
込みや海外活力の取り込みにつながっています。

■ 政策指標

■ 関係するSDGsの取組

現在の生活に満足している外国人の割合

直近の現状値 目標値
64.1％

(令和元年度) 70％

・本市の外国人人口は近年増加傾向にあり、令和元年に10万人を突破しました。

コロナ禍による人流の停滞はありますが、国も外国人材の受入れを積極的に

進めており、本市の外国人人口は今後さらに増加する可能性があります。

・現状では、現在の生活に満足している在住外国人の割合は64.1%で、困りご

ととして「日本語の不自由さ」を挙げる人が約３割です。国際交流協会

（YOKE）と市内11か所の国際交流ラウンジ、約500の市民団体等で相談対応

や日本語学習・生活支援を行っていますが、多国籍化が進む中、行政と関係

機関、市民団体が連携し、一層きめ細かく支援することが求められています。

・人口減少社会が訪れる中、横浜の持続的な成長・発展に向けては、外国人材

にとっても活躍しやすい魅力的な都市であることが重要です。そのためには、

人権尊重の視点に立って、生活・就労・教育・医療・福祉・防災など多岐に

渡る施策を連携させながら、「課題解決」と「活躍促進」を両輪とする、総

合的な多文化共生政策を進める必要があります。

多
文
化
共
生
の
推
進

政策11 ■ 現状と課題

外国人人口の推移（H27年度～R3年度）

【出典】令和元年度 横浜市外国人意識調査【出典】横浜市政策局
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◎ 主な施策

１ 在住外国人に対する情報提供・相談対応の充実 主管局 国際局、医療局
施
策
指
標

国際交流ラウンジ等利用者の満足度

国際交流ラウンジの機能強化を図るとともに、行政と関係機関が連携し、医療など生活に身近な情報の提供や相談対応や
ICT機器、WebやSNSの活用などによる環境整備により、日常生活の安全・安心を支えます。

また、地域日本語教室や児童の学習支援を担う人材を育成し、日本語学習を希望する外国人が、身近な地域で気軽に学習
の機会を得られる体制づくりを進めます。

【直近の現状値】 【目標値】

84.6％（令和元年度） 90％以上

２ 日本語指導が必要な児童生徒へのきめ細かな支援 主管局 教育委員会事務局
施
策
指
標

日本語指導が必要な児童生徒のうち、自尊感情
や共感・配慮等の合計値が上昇した割合※

小中学校において、日本語指導が必要な児童生徒が急増していることを踏まえ、日本語支援拠点の活用や、日本語講師に
よる支援、ボランティアによる支援など、ニーズに応じた様々な支援を充実させるとともに、教職員への支援・育成を図り
ます。

【直近の現状値】 【目標値】

小学校3年生～6年生
47.3％

小学校3年生～6年生
60％

３ 多様性と包摂性による多文化共生の基盤づくり 主管局 国際局
施
策
指
標

YOKEや国際交流ラウンジと連携して活動した
市民団体の数

横浜市国際交流協会（YOKE）、国際交流ラウンジ、市民団体等の活動を支援し、多文化共生の担い手の連携・協働を強化
します。

地域の実情を踏まえた多文化共生推進計画の策定や在住外国人の地域活動への参画などに取り組み、外国人と日本人がと
もに暮らしやすいまちづくりを進めます。

外国人差別の解消に向けた啓発や地域社会との交流を通して、多文化理解を促進します。

【直近の現状値】 【目標値】

490団体/年
（令和２年度） 550団体/年

多文化共生の推進 政策11

※ 横浜市が開発した、集団や個の社会的スキル育成状況を把握するための分析ツール「Y-Pアセスメント」を年２回以上実施することにより、自尊感情や仲間への共感・配慮等の変容を分析

戦
略
２
・
政
策
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★ 政策の目標

☛在宅生活を支える医療、介護、保健・福祉の連携強化により、医
療・介護が必要になっても、地域で最後まで安心して暮らし続
けることができています。

☛在宅医療、本人の意思決定、人生の最終段階の医療・ケアについ
ての市民や医療・介護従事者の理解が促進され、あらかじめ本
人による準備や環境の整備がなされていることで、人生の最後
まで自分らしく生きることができています。

■ 政策指標

■ 関係するSDGsの取組

在宅看取り率
直近の現状値 目標値

29.2％
（令和２年）

32.4％
（令和６年）

・令和元年度横浜市高齢者実態調査では、介護が必要になった場合の暮らし方
について「自宅」での生活を希望する高齢者は、元気な高齢者だけでなく、
要支援・要介護認定を受けている高齢者においても半数程度を占めています。
また、人生の最終段階に向けた心づもりについて、高齢者の45％、40～64
歳の72％が「特に何もしていない」と回答しています。

・医療・介護が必要になっても地域生活を継続するためには、在宅生活を支え
る医療・介護等の充実と連携強化、医療・介護従事者の確保・養成等を進め
ることが必要であり、地域包括ケアシステムの構築における重要な要素と
なっています。

・市民一人ひとりが自らの意思で自身の生き方を選択し、最後まで自分らしく
生きることができるよう、死後の対応を含めた本人による準備についての普
及・啓発が必要です。

・死亡者数の増加が見込まれる中、増え続ける火葬需要への対応が課題となっ
ています。また、埋葬需要の増加に向け、民間の新規墓地整備の推移や墓地
に対する要望の多様化を踏まえながら、計画的に市営墓地の整備を進める必
要があります。

人生の最終段階に向けた希望について、意思表示している人の割合※

直近の現状値 目標値
44.3％

（令和元年度） 53.6％

政策16

在
宅
医
療
や
介
護
の
推
進

■ 現状と課題

介護が必要になった場合の暮らし方の希望

死亡者数の推移

令和２年死亡場所別死亡者割合

【出典】「横浜市将来人口推計」（H29年度）

【出典】横浜市看取りに関する調査（2020）を基に医療局にて作成

（人）

【出典】第８期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画

※令和元、４、７年度に横浜市高齢者実態調査実施
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◎ 主な施策

２ 在宅医療支援の充実 主管局 医療局
施
策
指
標

在宅医療連携拠点での新規相談者数

各区の在宅医療連携拠点を中心に、医療と介護が切れ目なく、効率的に提供されるよう連携を強化します。医療・介護が
必要な場面（入退院時調整・療養生活・急変時対応・人生の最終段階）に応じ、既往歴や生活歴、薬剤服用歴、主治医等の
情報をまとめた共有ツール（在宅療養サポートマップ等）の活用などにより、医療職や介護職など支援者の間で共通イメー
ジを持ち、円滑な連携ができるよう、必要な患者情報の共有を推進します。

【直近の現状値】 【目標値】

3,185人 3,250人

３ 在宅医療と介護をつなぐ人材の育成 主管局 医療局、
健康福祉局

施
策
指
標

在宅医療・介護を担う人材の育成等に関する
研修の参加者数

在宅医療を担う医師の養成等により、多くの医師が在宅医療に取り組むことができる体制の整備を図るとともに、新人か
らの段階に応じたキャリアラダー等を活用し、在宅医療を支える訪問看護師等の人材育成に取り組みます。また、協力医療
機関と連携し、在宅医療・介護関係者による多職種連携の推進等に必要な知識・技術の向上を目的とした研修や連絡会を実
施するなど、医療・介護連携の強化に取り組みます。あわせて、在宅療養上の課題の一つである誤嚥性肺炎対策として、在
宅医療・介護関係者向け研修の実施や歯科医師向け嚥下機能評価研修支援を行います。

【直近の現状値】 【目標値】

3,448人 4,023人

１ 最期まで自分らしく生きるための支援 主管局 健康福祉局
施
策
指
標

本人の意思決定支援に関する講座等の開催数

「人生会議」※1の考え方やもしも手帳、エンディングノート※２等の普及・啓発を通じて、人生の最期まで自分らしく生き
ることに関心を持つきっかけづくりや、高齢期の暮らし方を意識し、あらかじめ様々な準備※３を行うことを支援します。

【直近の現状値】 【目標値】

263回 320回

４ 市営斎場・市営墓地の整備 主管局 健康福祉局
施
策
指
標

東部方面斎場（仮称）の整備
【直近の現状値】 【目標値】

今後も増加が見込まれる火葬の需要に対応するため、東部方面において市内で５か所目となる市営斎場を整備します。ま
た、整備中の（仮称）舞岡墓園に加え、深谷通信所跡地等を対象とした新たな墓地整備計画を推進するとともに、今後の墓
地整備についての検討を踏まえ、多様化する墓地ニーズへの対応を進めます。

実施設計 供用開始

※１ 「人生会議」：人生の最終段階の医療・ケアについて、本人が家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプロセス
※２ エンディングノート：これまでの人生を振り返り、これからの人生をどう歩んでいきたいか自分の思いを記すノート
※３ 医療・福祉サービスの選択から看取り、葬儀等の手続も含めた準備

在宅医療や介護の推進 政策16

戦
略
２
・
政
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★ 政策の目標

☛将来の医療需要増加に向け、限られた医療資源を最大限活用し、
最適な医療提供体制を構築することで、必要な医療を受けられ、
本人・家族が安心して生活することができています。

☛救急時や災害時においても迅速に対応できる救急・災害医療体制
の充実・強化が図られています。

■ 政策指標

入院医療の市内完結率※

①急性期・一般病棟
②回復期リハビリテーション病棟
③療養病棟 直近の現状値 目標値

①84.5％
②88.3％
③73.4％

（令和２年度）

①84.5％
②89.4％
③76.0％

（令和６年度）

・新型コロナウイルスの感染拡大を受け、医療機関の受入体制の確保のほか
Y-CERT（医療調整本部）による円滑な入院調整等を行ってきました。
引き続き、医療機関や関係団体と連携しながら、感染症発生時の医療提供
体制の維持に取り組んでいく必要があります。

・横浜市の病床については、今後も高度急性期・急性期機能において充足が
見込まれる半面、回復期・慢性期機能において不足が見込まれています。

・将来の医療需要増加に備え、ICTを活用した地域医療連携ネットワークの
構築や遠隔ICU体制の整備を行っており、今後一層医療ビッグデータ
（YoMDB）や医療分野におけるICT技術の積極的な活用が必要です。

・一生のうちにがんと診断される確率は２人に1人と推計されており、がん
にり患した際に、適切に治療を受けながら、自分らしい生活を送ることが
できる社会の実現が求められています。

・少子化が進行する中、安心して出産・子育てができる環境を確保するため
に、産科・周産期医療や小児医療の提供体制の確保が必要です。

・救急需要予測では、高齢化の進展により2030年の救急出場件数は24万件
超に達する見込みのため、増大する救急需要に的確に対応するための救急
救命体制の整備が必要です。

・地震、風水害等の災害が多発する中、災害に対応できる医療体制の整備が
必要です。

※当年度中に入院した患者のうち、市内医療機関へ入院した患者の割合を
医療機能別に集計（YoMDBの医療レセプトデータから独自算出）

■ 関係するSDGsの取組

高度急性期 4,524床 
急性期 10,795床 
回復期 3,411床 
慢性期 4,372床 
休棟中等 140床 

計 23,242床 

※病床機能報告：医療法に基づき、病床（一般病床・療養病床）を有する
医療機関が、現在の医療機能等について、毎年都道府県に報告するもの

政策17

医
療
提
供
体
制
の
充
実

■ 現状と課題

【出典】令和２年医療施設調査（厚生労働省）を基に
横浜市医療局が作成

【出典】令和２年度病床機能報告※（神奈川県）
を基に横浜市医療局が作成

【出典】横浜市医療局

人口10万対病床数（一般・療養） 横浜市の病床（一般・療養）内訳（R2.7.1時点） 本市の医療提供体制のイメージ

（床）
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◎ 主な施策

２ 2025年問題に対応できる地域医療構想の実現 主管局 医療局、政策局
施
策
指
標

①地域中核病院の再整備
②横浜市立大学附属病院再整備基本計画策定の進捗

今後、更に需要が高まる回復期・慢性期病床の増床・転換など、地域の実情に合った病床機能の確保・連携体制の構築が
促進されるよう、データ（医療需要推計や病床利用率等）提供等を通じて、医療関係者等が参加する協議の場の活性化を支援
します。また、老朽化が進んでいる南部病院・労災病院等の地域中核病院や横浜市立大学医学部・附属２病院等について、再
整備に向けた支援や検討を進めます。

さらに、地域医療の担い手となる医療人材の確保・養成に向けて、看護専門学校に対する運営助成等の支援や、市内医療
機関における働きやすい勤務環境づくり等の支援により、医療従事者の離職防止や人材の獲得・復職の促進を図ります。

【直近の現状値】 【目標値】

①南部病院：基本計画
②再整備構想策定済み

①南部病院：建設工事
②再整備実施計画策定

１ デジタル時代にふさわしい医療政策の推進 主管局 医療局 施
策
指
標

データの活用による医療政策の推進

本市独自のYoMDB※1や全国がん登録、NDB※2など本市が活用可能なデータを研究者や専門家とも連携しながら、医療分野
の現状把握を進め、データ分析に基づく施策立案や効果検証の実現に取り組みます。地域医療を取り巻く様々な課題解決に
向け、地域医療連携ネットワーク・遠隔ICUなどICTの活用を推進します。そのほか、デジタルコンテンツを積極的に用いた
医療に関する啓発にも取り組みます。

【直近の現状値】 【目標値】

データの活用による
医療政策の推進

施策立案・評価検証への
活用

４ がんをはじめとする５疾病※1対策の推進 主管局 医療局
施
策
指
標

がんの75歳未満年齢調整死亡率※2

（人口10万人対）の減少
がんの予防や早期発見に取り組むとともに、がんと診断されたときに適切な医療、相談支援等を受けられるよう、先進医

療・がんゲノムの推進等がんに関する医療の充実、小児がん対策、がん患者や家族等への支援、緩和ケアの充実等、総合的
ながん対策を推進します。

心疾患の再発・再入院の予防に向け、運動、食事、服薬等による心臓リハビリテーションを推進します。また、適切な自
己管理が継続できるよう、医療機関と身近なスポーツ施設等の連携を進めます。

【直近の現状値】 【目標値】

119.1（令和２年度） 109.6（令和６年度）

３ 妊娠・出産から一貫した子どものための医療体制の充実 主管局 医療局
施
策
指
標

産科拠点病院及び小児救急拠点病院数の維持

市民が安心して出産できる環境の確保のため、産科拠点病院や出産を取り扱う医療機関への支援や産科医師が働きやすい
環境整備の支援、ハイリスクな分娩に対する医療提供体制の整備を進めます。小児科専門医による24時間365日の小児科二
次救急患者の受入れや、小児科医師の勤務状況改善、子どものかかりつけ医を持つことの啓発などを通じ、小児医療・小児救
急医療体制を確保します。

【直近の現状値】 【目標値】

10（３＋７）病院 10（３＋７）病院

５ 救急救命体制及び災害時医療の充実による危機管理体制の強化 主管局 消防局、
健康福祉局、医療局 施

策
指
標

緊急度が高い傷病者に対する救急車等の現場到
着時間

増大する救急需要に的確に対応するための救急救命体制の整備や適正利用の啓発等により、緊急性の高い傷病者を医療機
関へつなぐことができる体制を維持します。災害時の円滑な医療救護活動に向け、関係機関との連携や備えの推進に取り組
みます。

【直近の現状値】 【目標値】

６分台 ６分台を維持

医療提供体制の充実 政策17

※1YoMDB：横浜市が保有する医療・介護・保健データを、医療政策への活用を目的に分析用のデータベースにしたもの。 (Yokohama original Medical Database)
※2NDB：厚生労働省が運用するレセプト情報・特定健康診査等情報データベースのこと。（National Database）

※1５疾病：がん、脳卒中、心血管疾患、糖尿病、精神疾患
※275歳未満年齢調整死亡率：高齢化が進んだことなどによる年齢構成の違いの影響をなくし、75歳以上の死亡を除くことで壮年期死亡の減少を評価できるように計算した死亡率。
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★ 目標

☛財政ビジョンにおける財政運営の基本方針（債務管理）に基づき、将来
の市民負担を抑制しつつ、計画的・戦略的な市債活用を行い、一般会計
が対応する借入金残高が適切に管理されています。

■ 指標

一般会計が対応する借入金残高

直近の現状値 目標値
３兆1,312億円 ３兆 100億円以下

・本市はこれまで、債務については一般会計で「横浜方式のプライ
マリーバランス」の考え方に基づき、計画的な市債発行と残高管
理を進めてきたほか、特別会計等の借入金についても一般会計負
担分を明らかにし、市民の税負担等で返済する必要のある「一般
会計が対応する借入金残高」を大きく縮減してきました。

・今後、さらに厳しい財政運営が見込まれる中、将来世代に過度な
負担を先送りしないよう、人口減少に対応し、市民一人当たりの
負担に着目しながら、中長期の時間軸で借入金残高全体を管理し
ていく必要があります。

・市債の活用にあたっては、引き続き、安定的な調達及び中長期的
な調達コストの抑制に取り組むとともに、市債管理の透明性と債
務償還能力に対する信頼を高める必要があります。

・特別会計※１及び企業会計については、引き続き、経営戦略※２（経
営計画・会計運営計画）に基づき、中長期を見据えた経営基盤の
強化や財政マネジメントの向上、計画的かつ効率的な事業運営に
取り組む必要があります。

※１ 港湾整備事業費、中央卸売市場費、中央と畜場費、市街地開発事業費、
自動車駐車場事業費、新墓園事業費、風力発電事業費

※２ 経営戦略：公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的
な経営の基本計画

財政
運営
１
債
務
管
理
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
徹
底
に
よ
る
中
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
た
債
務
管
理

■ 現状と課題

22,702 
17,708 

1,398 
8,363 

15,517 

5,241 

39,617 

31,312 
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40,000 約8,000億円の縮減

特別会計・企業会計等

臨時財政対策債

一般会計建設債等

一般会計が対応する借入金残高（億円）

＜財政ビジョンにおける中長期のベンチマーク＞
「一般会計が対応する借入金 市民一人当たり残高」について
2040年度末（令和22年度末）残高を2021年度末（令和3年度末）
残高程度に抑制

（年度）
【出典】横浜市財政局
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１ 計画的・戦略的な市債活用と残高管理 所管局 財政局

取
組
指
標

一般会計が対応する借入金残高総額

・計画的な市債発行や確実な公債費の償還を通じた、「一般会計が対応する借入金残高」の管理を進めます。
4年間の市債活用計画及び一般会計が対応する借入金残高の推移見込み

・必要な公共投資を進めつつ、建設地方債の管理に留意し、臨時財政対策債も含めて計画的に活用していきます。
・横浜方式のプライマリーバランス：令和４年度 +206億円、令和５～７年度：+210～+150億円程度

【直近の現状値】 【目標値】

３兆1,312億円 ３兆 100億円以下

◎ 主な取組
債務管理ガバナンスの徹底による中長期的な視点に立った債務管理 財政運営１

２ 市場から信頼される市債の安定的かつ円滑な発行 所管局 財政局、全局
取
組
指
標

①市債発行手法の多様化（ESG債などの発行）
②「公債管理レポート（仮称）」の公表

・計画的な市債活用の一環として、市場動向を見据えた市債の調達先の最適化や市場ニーズに合った手法の多様化（ESG債※

などの活用）を進め、引き続き、安定的な調達及び中長期的な調達コストの抑制に取り組みます。
※ESG債とは、環境事業や社会貢献事業を資金使途として発行する債券をいう。

・市債管理の透明性と債務償還能力に対する信頼を高めるため、市の財政状況や市債の発行・償還状況について、投資家の
方々を中心に、広く市民の方々にも理解が促進するよう、「公債管理レポート（仮称）」として情報発信していきます。

【直近の現状値】 【目標値】

①検討
②検討

①発行
②公表
(令和4年度：試行、

令和5年度以降：本公表)

３ 計画的・戦略的な投資管理の推進 所管局 財政局、全局
取
組
指
標

投資管理の推進
【直近の現状値】 【目標値】

・一般会計や特別会計、企業会計における大規模な市債活用が必要な投資事業については、事業の計画段階で、一般会計負担
や市債の活用額・償還財源、投資による事業効果の見込み等について明らかにするとともに、事業期間中や事業完了後と
いった時機を捉え検証を行います。

・市全体の投資事業を全体最適化する観点から、予算編成に先立ち、全体の投資水準の検討・調整を行い、計画的・戦略的な
投資管理を行います。

・公共事業評価制度の実施
・横浜市経営会議や予算

編成の中で投資事業の
議論を実施

投資管理の推進

４ 特別会計・企業会計等のさらなる健全化の推進 所管局
財政局、経済局、健康福祉局、医療局病院経営本部、環境
創造局、都市整備局、道路局、港湾局、水道局、交通局

取
組
指
標

①経営計画、会計運営計画
②社会経済情勢の変化等により一般会計での負担が

必要となった事業等への対応
・特別会計及び企業会計については、引き続き、経営戦略（経営計画・会計運営計画）に基づき、経営基盤の強化や

財政マネジメントの向上、計画的かつ効率的な事業運営に取り組みます。「経営計画」、「会計運営計画」については、
債務ガバナンスをさらに強化する観点から、４年間の計画に加えて、10年間の収支見通しを盛り込みます。

・「社会経済情勢の変化等により一般会計での負担が必要となった事業」について、これまでの対応を踏まえながら、以下の
とおり、計画的に対応していきます。

【直近の現状値】 【目標値】

①経営計画、会計運営計
画の計画期間：４年

②令和３年度負担額：
178億円（埋立事業）、
279億円（（一財）横浜
市道路建設事業団）

①経営計画、会計運営計
画における収支見通し
の長期化（10年以上）

②計画的に縮減
南本牧埋立事業

◆令和４年度末に埋立を完了し、保有土地の売却を進めるとともに、その後の会計の廃止に向けて、新規廃棄物処分
場整備に伴う負担（護岸費相当額 平成13年度末：約900億円）と収支不足（約600億円）について一般会計で計
画的に負担します。（一般会計負担期間：平成16～令和14年度、令和３年度までの一般会計負担：約850億円）

（一財）横浜市道路建設事業団 ◆（一財）横浜市道路建設事業団の民間借入金等の債務（平成14年度末:約910億円）について、一般会計で計画的
に負担します。（計画的処理期間：平成15～令和４年度、令和３年度までの一般会計負担：約888億円）

行
財
政
運
営

R3年度 R４年度 R5年度 R6年度 R7年度 4か年計
一般会計市債活用額 1,529億円 1,360億円

1,300億円程度/年 5,300
億円程度建設地方債 942億円 965億円

臨時財政対策債 587億円 395億円

一般会計が対応する借入金残高 ３兆1,312億円 3兆1,465億円 ３兆 900億円～３兆 100億円程度
一人当たり残高 83万円 84万円程度 82～80万円程度

＊表中の債務額及び収支不足額は、平成15年に公表した「中期財政ビジョン」等において示した額
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